
○経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求の時期及び方法等を定めた件

H16.4.19 国土交通省告示第482号

改正 H20.1.31 国土交通省告示第86号

建設業法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号。以下「規則」という ）第１９条の６第１項及び第２１条。

の２第１項の規定により、国土交通大臣に対してする経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求の時期及び方

法等を定めたので公示する。

第一 申請の時期

日曜日及び土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並びに１２月２

９日から翌年の１月３日までの日（国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く ）を除き、申請者の主た。

る営業所の所在地を管轄する都道府県知事（以下「経由都道府県知事」という ）により公示された日におい。

て、経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求を受け付けるものとする。

第二 申請の方法

一に掲げる書類を二に規定する方法により提出して申請するものとする。

一 提出書類

イ 申請書及び添付書類

次に掲げる書面とする。但し、規則の規定により提出を要しないものとされた場合にあっては、この

限りではない。

１ 規則別記様式第２５号の１１による経営規模等評価申請書及び総合評定値請求書

２ 規則別記様式第２号の２による工事経歴書

３ 規則別記様式第２５号の１０による経営状況分析結果通知書

ロ 確認書類

、 、 、申請者が次に掲げる書類を有する場合にあっては 次に掲げる書類 これを有しない場合にあっては

これに準ずる書類とする。

１ 審査対象営業年度の消費税確定申告書の控え及び添付書類の写し並びに消費税納税証明書の写し

２ 工事経歴書に記載されている工事に係る工事請負契約書の写し又は注文書及び請書の写し

３ 法人税申告書別表（別表１６（１）及び（２ ）の写し並びに規則別記様式第１５号及び１６号に）

よる貸借対照表及び損益計算書の写し

４ 健康保険及び厚生年金保険に係る標準報酬の決定を通知する書面又は住民税特別徴収税額を通知す

る書面の写し

５ 規則別記様式第２５号の１１別紙２による技術職員名簿に記載されている職員に係る検定若しくは

試験の合格証その他の当該職員が有する資格を証明する書面等の写し

６ 労働保険概算・確定保険料申告書の控え及びこれにより申告した保険料の納入に係る領収済通知書

の写し

７ 健康保険及び厚生年金保険の保険料の納入に係る領収証書の写し又は納入証明書の写し

８ 建設業退職金共済事業加入・履行証明書（経営事項審査用）の写し

９ 中小企業退職金共済制度若しくは特定退職金共済団体制度への加入を証明する書面、労働基準監督

署長の印のある就業規則又は労働協約の写し



10 企業年金制度又は退職一時金制度に係る書類であって、次に掲げるいずれかの書類

(1) 厚生年金基金への加入を証明する書面、適格退職年金契約書、確定拠出年金運営管理機関の発行

する確定拠出年金への加入を証明する書面、確定給付企業年金の企業年金基金の発行する企業年金

基金への加入を証明する書面又は資産管理運用機関との間の契約書の写し

(2) （財）建設業福祉共済団 （社）全国建設業労災互助会、全国中小企業共済協同組合連合会又は、

（社）全国労働保険事務組合連合会の労働災害補償制度への加入を証明する書面又は労働災害総合

保険若しくは準記名式の普通傷害保険の保険証券の写し

11 防災協定書の写し（申請者の所属する団体が防災協定を締結している場合にあっては、当該団体へ

の加入を証明する書類及び防災活動に対し一定の役割を果たすことを証明する書類）

12 有価証券報告書若しくは監査証明書の写し、会計参与報告書の写し又は建設業の経理実務の責任者

のうち公認会計士、会計士補、税理士及びこれらとなる資格を有する者並びに登録経理試験（規則第

１８条の３第３項第２号ロに規定する登録経理試験をいう。以下同じ ）に合格した者のいずれかに。

該当する者が経理処理の適正を確認した旨の書類に自らの署名を付したもの

13 規則別記様式第２５号の７の２による登録経理試験の合格証の写し又は平成１７年度までに実施さ

れた建設業経理事務士検定試験の１級試験若しくは２級試験の合格証の写し

14 規則別記様式第１７号の２による注記表の写し

二 提出の方法

経由都道府県知事に提出するものとする。

第三 経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求に係る手数料の納付方法

経営規模等評価の申請に係る手数料については、８，１００円に審査対象建設業一種類につき２，３００円

として計算した額を加算した額を、総合評定値の請求に係る手数料については、４００円に審査対象建設業一

種類につき２００円として計算した額を加算した額を収入印紙により納付するものとする。

第四 経営規模等評価の結果及び総合評定値の通知

経営規模等評価の結果又は総合評定値の通知は、規則別記様式第２５号の１２により配達記録郵便により通

知するものとする。

第五 再審査の方法

一 経営規模等評価の結果について異議があるときは、当該経営規模等評価の結果の通知を受けた日から３０

日以内に限り、次に掲げる書類を国土交通大臣に提出して再審査を申し立てることができる。

経営規模等評価の結果及び総合評定値を通知したときは、再審査の申立てについても経営規模等評価の結

果及び総合評定値を通知することとし、総合評定値の通知に係る手数料については納付を要しない。

イ 規則別記様式第２５号の１１による経営規模等評価再審査申立書

ロ 再審査の申立てに係る経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し

ハ 異議のある審査項目についてその事実の確認に必要な書類

（ 。） 、二 経営事項審査の基準その他の評価方法 経営規模等評価に係るものに限る が改正された場合であって

当該改正前の評価方法に基づく経営規模等評価の通知を受けているときは、当該改正の日から１２０日以内

に限り、次に掲げる書類を申請者の経由都道府県知事を経由して国土交通大臣に提出して再審査を申し立て

ることができる。

経営規模等評価の結果及び総合評定値を通知したときは、再審査の申立てについても経営規模等評価の結

果及び総合評定値を通知することとし、総合評定値の通知に係る手数料については納付を要しない。

イ 規則別記様式第２５号の１１による経営規模等評価再審査申立書



ロ 再審査の申立てに係る経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し

第六 この公示に関する問合せ先

申請者の主たる営業所の所在地を管轄する地方整備局及び北海道開発局建設業担当課

附則〔H20.1.31 国土交通省告示第８６号〕

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。


